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巻
頭
言

グリーン化と原子力が展開するスウェーデン

駐スウェーデン特命全権大使

能化 正樹 (のうけ・まさき)

東京大学法学部卒。外務省入省後，国際協力局
審議官，内閣審議官，領事局長，駐エジプト特
命全権大使などを経て 2021 年 11月から現職。

若き環境活動家グレタ・トゥーンベリは，スウェーデン出身である。そのスウェーデンは，高い環境意識

と起業家精神を背景に，グリーンな製鉄，電池，航空燃料などで世界をリードしようとしている。電力需要

は増加し，その中で原子力が改めて注目されている。

スウェーデンでは電源の 99 ％以上が非化石エネルギーである。水力(約 42 ％)を筆頭に，原子力(約

31 ％)，風力(約 16 ％)，バイオ燃料(約 6％)と続く。

原子力発電は，1972 年に本格的に開始され，最大 12 基が稼働したが，1980 年の国民投票により「段階的撤

退」が打ち出され，6基まで縮小された。ところが，昨年 10 月，社会民主党に代わって中道右派の穏健党など

の政権が発足し，新たな展開が見られる。

今年 1月に提案された環境法典の改正案は，①運転中の原子力発電所がある 3地域(フォシュマルク，オス

カシュハムン，リングハルス)以外での原子炉の建設を禁止する，②運転中の原子炉は 10 基までに制限する，

という現在のルールを廃止する。施行は，2024 年 3 月を予定する。

9月 5日，ウルフ・クリステション首相は，日系製鉄企業(OVAKO)の水素装置開所式で，次のように述べた。

「スウェーデンの企業はトップを走り，真のグリーン化で変化を起こさなければならない。そのために

3つの優先事項がある。①グリーンで手ごろな価格のエネルギーを確保する。すべての非化石エネルギー源

を拡大し，新世代の原子力発電所も建設する。②(発電施設等の)許可を迅速で予見可能にする。③排出削減

新技術への支援を増加する。」

原子力発電への国民の理解も高い。2022 年の調査では，84 ％が既存の原子炉の継続利用に賛成し，56 ％

が新設に賛成した。

使用済み燃料の処分は難題だが，スウェーデンはフィンランドと並び世界で最も進んでいる。最終処分施

設の予定地，エストハンマル自治体では，住民の 86 ％が建設に賛成だという。処分事業を行う SKB 社は，

「企業も政府もあらゆる情報を公開し，住民からの質問に科学的根拠をもって丁寧に答えてきた。」と強調す

る。8月に意見交換したエストハンマル市長の言葉も印象的だった。「原子力発電のおかげで快適な生活を

送っている世代が廃棄物の問題を次世代に持ち越してはいけない。われわれには責務がある。」客観性と透明

性，そして議論を徹底する姿勢が伝わってきた。

原子力発電と外交は関係が深い。各国や国際原子力機関(IAEA)との協力が不可欠だし，東日本大震災後

に一部の国が導入した日本産食品の輸入規制の撤廃やALPS 処理水の海洋放出への理解促進は，重要外交事

項である。

科学と民主主義を重視し，グリーン化を進めるスウェーデンとは冷静な議論ができるし，参考になる点も

ある。引き続き注目していきたい。
(令和 5年 9月 25 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.65，No.11 (2023)
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時論 第三の文献調査実施地域の選定に向けて
坪谷 隆夫 (つぼや・たかお)

原子力学会フェロー，シニアネットワーク連
絡会，動力炉・核燃料開発事業団(現日本原子
力研究開発機構)元理事・環境技術開発推進
本部長。地層処分国際研修センター(スイス)
設立理事，国際原子力機関放射性廃棄物技術
委員会委員等を務める。

1．はじめにかえて－対馬市における草の根集会
対馬(つしま)は，九州と韓国の間の対馬海峡に浮かぶ
島で，長崎県に属する国境の島である。面積は約 708平
方キロで，。平成 16年に島内の旧 6町が合併し，長崎県
下の市町村では最大の面積をもつ「対馬市」になった。
この対馬市で対馬市民有志の皆さんの呼びかけに応え
「九州のエネルギーを考える会」(会長：金氏 顯氏)主催
による対馬市民との対話集会「電気のごみは宝の山！？
みんなで対馬の未来を考えよう」が対馬交流センターで
2023 年 7 月 15 日夕刻に 2時間にわたり開催された。集
会には商工会，市議議員，最終処分問題に関心を持つ市
民の皆さん 100 名余に，筆者を含むパネリスト1)が参加
し，多様な意見が交わされた。コーディネータを務めた
歴史研究家・井上政典氏をはじめパネリストのほとんど
を「九州人」が占めている。
集会は，元寇から日本を守った宗助国の銅像を建立し
た対馬の篤志家武末裕雄氏の危機感があふれる対馬への
思いが語られたあと，参会者による疑問・質問に技術系
パネリストが簡明に応える一問一答形式で進行された。
質疑応答を挟みつつ，パネリストとして参加した西川京
子氏(元九州国際大学学長)が，風評被害についてご自身
の経験をもとにコメントした。さらに，浅川哲郎氏(九
州産業大学院教授)が，地域の発展に向けた医療ツーリ
ズムへの期待を述べた。集会の最後に，パネリストの石
原進氏(元 JR九州会長)は，「風評は，正しい情報を皆さ
んで共有することで減らせる。文献調査を受け入れるか
どうかは地域で決めることだが，実施すれば未来の対馬
が見えてくると考える」と締めくくった。
参加者から出された多様な意見から，以下の 4項目を
挙げてておきたい。
① このままでは，島はなくなる
対馬市の人口は，2025 年には 2万 5千人，2040 年には
1万 7千人まで減少すると推計されている2)。人口減を
抱える対馬市の課題は，多くの自治体が抱える少子高齢
化だけでなく，国境の島として他国から狙われるこれま
での歴史に根ざした危機感という特徴がある。

② 文献調査を受け入れれば，処分地になる
一端，文献調査を受け入れれば，処分地になるので文
献調査を受け入れるべきでないとの意見が，処分地にな
ることを反対する市民に根強い。
③ 文献調査の受け入れは風評被害を生む
文献調査を受け入れれば，漁業や観光業は，対馬だけ
でなく近隣の壱岐なども風評被害を受ける。
④ 島民が分断される
人口減少や地域の疲弊を懸念する商工会や市民，風評
や処分場の安全を懸念する漁業団体や市民の動きが顕在
化した。

2．対馬市における文献調査を巡る動き
原子力機構幌延深地層研究センター見学など対馬市の
市議会議員や市民が，文献調査について精力的に学習の
場を持ってきたと聞いている。その結果，2023 年 6 月文
献調査の受け入れの是非について，対馬市商工会などの
受け入れ請願 2件，漁協などの反対請願 6件が市議会に
提出され，市議会に設置した請願審査の特別委員会で審
査された。8月に特別委員会は，資源エネルギー庁およ
び原子力発電環境整備機構(NUMO)を招くとともに，文
献調査が進む北海道寿都町および神恵内村の首長に照会
した質問書に文書による回答を得た。
市議会は，これら一連の請願審査の結果，特別委員会
で 8月 16 日に文献調査の受入を求める請願を賛成 9，反
対 7，欠席 1 で採択し，反対請願を不採択とした。文献
調査受け入れ請願は，9月 12 日に対馬市議会本会議で，
賛成 10，反対 8の賛成多数で採択された。
比田勝尚喜(ひたかつ・なおき)市長は，9月 27 日に開
会中の市議会で「議会の採択を重く受け止めながらも市
民・対馬市の将来に向けて熟慮した結果，文献調査を受
け入れない」との判断を正式に表明した。その判断理由
は，以下の通りとしている。
① 市民の分断が起こっており，合意形成が不十分
② 水産業，観光業などへの風評被害発生の恐れ
③ 将来的な，想定外の要因による処分場の安全性に懸念

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.65，No.11 (2023)
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3．最終処分地選定で求められる自治体のサポート
最終処分法(2000 年制定)に基づくわが国初の文献調
査が，北海道・寿都町および神恵内村で実施されている。
片岡春雄・寿都町長は，文献調査に応募した経緯につ
いて次のように述べている3)。
「文献調査に応募することは国の原子力政策に一石を
投じる価値があり，名乗りを上げることで寿都町が全国
区になり，ふるさと納税も増え水産加工の商品も売れる
と考えた。文献調査の応募に向け議会や産業団体と協議
を始め，前に進めるべきだと考えて NUMOを呼んで議
会などと勉強会を持った。議会や産業団体の合意のもと
での判断ではなく，責任はすべて自分にあると考え「肌
感覚」で文献調査に応募した」。
髙橋昌幸・神恵内村長は，文献調査に応募した経緯に
ついて次のように述べている3)。
「商工業者の方から議会に対して請願が出され，それ
を議会が採択した。その結果を受けて，間を置かずに追
認し，国からの申し入れを受けて村の意思として調査に
応じた。文献調査は，住民が後押しして応募できる環境
作りが必要だ」。
寿都町と神恵内村では，文献調査に異なる経緯がある
ことが分かる。「肌感覚で応募」の片岡町長は，人口減の
問題を抱えながら風力発電事業を実施し，北海道で有数
の納税額によるふるさと納税などで収益源を求めつつ町
民の生活を支えている。一方，高橋村長は，泊原子力発電
所の隣接村として最終処分が懸案であると承知していた
ので，商工業者からの請願を受けて自治体として意志を
固めることができたとしている。「神恵内方式」である。
一方，最終処分に関連し，動燃事業団(現原子力機構)
が計画した，北海道幌延町における幌延深地層研究セン
ター4)や岐阜県瑞浪市における超深地層研究所5)におい
ても，それぞれの自治体，とりわけ首長の大きなサポー
トがあったと考えている。
本稿では，超深地層研究所についても触れておきたい。
超深地層研究所が計画された 1995 年当時，東濃地域
は，岐阜県梶原拓知事(当時)のもとで超高温材料研究，
核融合研究など極限環境をテーマとした東濃研究学園都
市構想が進められていた。超深地層研究所は，東濃研究
学園都市構想に相応しい深地層の研究を実施する計画と
して，岐阜県，瑞浪市，土岐市と検討を重ね 1995 年 8 月
にその計画を公表した。しかし，計画公表後の NHK
ニュース全国版で「放射性廃棄物処分へ研究施設」，翌日
の NHK ローカル放送で「岐阜に放射性廃棄物研究施
設」，地元有力紙が，「高レベル放射性廃棄物 東濃で地
層処分研究」との五段抜きの見出しで報じた。公表時に
は東濃研究学園都市構想に適う明るいニュースとしてご

理解頂いたが，一転して，超深地層研究所は，高レベル
放射性廃棄物の最終処分場になるのではないかとの市民
の疑念を解消することが求められることになった。
高嶋芳男・瑞浪市長(当時)は，超深地層研究所計画に
ついて人口 4万名の瑞浪市各地区における説明会や市内
各界の会合等に自ら十数回出席し計画に対する市民の理
解を得るため大変な努力を払われた。また，瑞浪市当局
も，市報を通じて市民の疑念を解消すべく積極的に対応
された。
幌延計画における上山利勝・幌延町長についても，「今
日の「幌延深地層研究センター」の立地を実現させた，卓
越した先見性，確固たる信念と行動力を持って国のエネ
ルギー政策と地域振興を両立させ，幌延町の人口減少に
歯止めをかけた」と宮本明・幌延町長(2008 年当時)は同
氏の弔辞で述べている。

4．おわりにかえて
対馬市における文献調査の受け入れに関わる動きは，
寿都町や神恵内村における経緯とは異なる「対馬方式」と
も考えられる意思決定プロセスとなった。対馬方式は，
商工会，市議議員，市民が幌延見学などを通じて最終処
分技術や最終処分政策を学習した上で，市議会における
請願審議という透明性や公正性の高い手法を取った。
しかし，文献調査の受入を求める市議会における多数
意見が首長によって退けられることになった。比田勝市
長が記者会見で述べた文献調査に関わる懸念は，これま
でに，市議会や市民との対話で情報を共有できたはずの
内容でなかったか。寿都町，神恵内村，幌延・瑞浪の計
画で示されるように，首長には地域社会をまとめ上げる
力量を期待したい。
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